
 

中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律案の概要
（中小企業地域資源活用促進法案）

○地域の「強み」となる地域資源を、地域主導で掘り起こす取組を支援。

○マーケティング、ブランド戦略に精通した人材・仕掛人。

○産学官連携、農工連携など、従来の垣根を超えて、地域の力を結集。

○首都圏など大都市、更には海外市場を視野に。

○関係６省（総務省、文科省、厚労省、農水省、経産省、国交省）の協力体制を整備。

地域資源を活用した取組の例（３類型）

●試作品開発等に対する補助金

○設備投資減税

○政府系金融機関による低利融資

○信用保証枠の拡大

○投資育成株式会社法に係る特例

○食品流通構造改善促進機構の債務保証

等

●専門家等によるアドバイス等

●中小機構・ＪＥＴＲＯ・国際観光振興機構

による販路拡大支援

２．スキーム及び支援措置

○「地域中小企業応援ファンド」（中小企業基盤整備機構に５年間で２０００億円程度の資金枠を確保）

●中小機構による商談会の開催やアンテナショップの開設

●地域中小企業と外部人材とのネットワーク構築活動に対する支援

●地域資源を活用するための大学等と連携した研究開発に対する支援 等

地域資源を活用して新商品開発等を行う計画

都道府県が基本構想を策定し地域資源を指定
（国が認定）

国が基本方針を策定

支援措置

・コラーゲンを鮭の皮から抽出・精製

する技術を実用化し、化粧品、食品、
試薬品等向けに加工販売。

井原水産（株）（北海道留萌市）

＜農林水産型＞

（株）指宿ロイヤルホテル
（鹿児島県指宿市）

＜観光型＞

・毛筆の伝統的な製造技法を用い、肌触
りがなめらかで色の濃淡など微妙な表
現が可能な化粧筆を開発。

・国内外のトップメイクアップアーティスト
に使われるなど、高い評価を確立。

（株）白鳳堂

（株）竹宝堂

（有）竹田ブラシ製作所等

（広島県熊野町）

  

＜産地技術型＞

・黒豚、にがうり等を用いた食事、天

然砂蒸し温泉、ウォーキングを組み
合わせた健康増進プログラム 「ス
パドゥ」を実施。

１．新法による支援のポイント

中小企業が地域資源活用事業計画を作成
（国の地方支部局が認定）

３．その他関連施策

各地域の「強み」である地域資源（産地の技術、地域の農林水産品、観光資源）を活用した中小企業の新商品・新サービスの開発・

市場化を総合的に支援。地域によって景気回復にばらつきのある中で、地域産業発展の核となる新事業を５年間で１，０００創出する。
また、平成１９年度予算案に１０１．３億円の関係予算を計上。（「経済成長戦略大綱」、「骨太の方針」）

 



 

経済成長戦略大綱

第１ 国際競争力の強化
・イノベーションの加速
・アジア等と共に成長する 等

第２ 生産性の向上

・サービス産業の革新 等

第３ 地域・中小企業の活性化

・中小企業の再生の推進

・中小企業地域資源活用プログラム
（新事業を5年で1,000件創出）
・地域の自立や競争力強化
（がんばる地域を応援）

第４ 改革の断行による
新たな需要創出

第５ 生産性向上型の
５つの制度インフラ
（ヒト、モノ、カネ、ワザ、チエ）

経済成長戦略大綱関連３法案について
～成長と地域・中小企業の底上げによる格差の是正～

法的な枠組みの整備

Ⅰ．産業活力再生特別措置法等の一部を改正する法律案
生産性向上に向けた事業者の取組を支援。 ＜８省庁連携＞
・サービス業の生産性の向上（業種別にきめ細かく対応）
・イノベーションによる生産性の向上（異分野連携、技術経営力強化等）
･知財の活用促進(包括的ライセンス契約ごとの実施権の登録制度の創設)
・地域における中小企業等の早期事業再生の円滑化

ＩＩＩ．地域産業活性化法案
（企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律案（仮称））

多様な産業集積に向けた地域への企業立地等を促進。
＜総務省、国交省など６省で連携＞

・企業への支援を通じた企業立地等の促進。
「地域産業活性化協議会」を組織し、地域独自プランを策定。

国と地域がそのプラン実現に向けて協働。（規制・手続きの緩和、
人材育成）

ＩＩ．中小企業地域資源活用促進法案
（中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律案（仮称））

地域資源を活用した地域の中小企業の取組を支援。
＜農水省、国交省など６省で連携＞

・地域の「強み」となる地域資源（産地の技術、地域の農林水産品、
観光資源）を、地域主導で掘り起こす取組を支援。
・大都市や海外市場への展開も視野に、予算・金融・税制面、
人材面（マーケティング等に精通した人材・仕掛人）で総合的に支援。

※大綱実現のための法律以外の柱 ・予算 ：経済成長戦略推進要望 （平成１９年度予算案 ３，０００億円超）
・税制改正：減価償却制度の抜本的見直し 等

イノベーションによる生産性向上、地域経済の活性化のための法的な枠組みを整備。

 


